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Ⅰ）地域の設定 

どういった地域を対象としてとらえるのか 

 生活圏（通勤圏、買い物圏） 

 都市圏 

 市町村 



佐賀都市圏の構成 

佐賀市 
（97,471人） 

脊振村 
（988人） 

千代田町 
(6,063人） 

神埼市(06年3月) 

1,765人 
(16.1%) 多久市 

（10,937人） 

久保田町 
（4,061人） 

2,224人 
(22.8%) 

東与賀町 
（4,010人） 白石町 

（14,435人） 

小城市 
（22,562人） 

大町町 
（3,498人） 

1,783人 
(29.4%) 

7,070人 
(31.3%) 

1,525人 
(10.6%) 

408人(11.7%) 

川副町 
（9,169人） 

1,060人(9.7%) 

神崎町 
（9,744人） 

括弧の人数は常住就業者数 

佐賀市に編入(07年10月) 

東脊振村 
（2,793人） 

三田川町 
（5,041人） 

吉野ヶ里町 
(06年3月) 

江北町 
（4,628人） 

1,005人(12.8%) 
770人 

(16.6%) 

150人(15.1%) 



Ⅱ）地域経済の状況 

都市(圏)は、どういった方向に向かっているのか 

都市(圏)の雇用情勢はどういった状況なのか 

都市(圏)の生活水準はどうなのか。 

行政サービスの原資はどうなのか。 
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中心都市(佐賀市） 郊外地域 

 グラフの縦軸は人口増減数、横軸
は５年間の期間を表している。 

 上の図は、都市圏の中心都市であ
る佐賀市とその郊外地域の人口動
向を示したもので、下の図はその２
つを合計した佐賀都市圏域全体の
動向である。 
 1960年代における郊外地域の人

口減の大きな理由は、石炭から石油
エネルギーの転換に伴う石炭産業
の衰退とそれに続く鉱山の廃鉱であ
る。 
 中心都市である佐賀市は、1955年
以降人口は増加傾向に転じ70年代

後半にピークを迎える。その後、増
加数自体は低下をたどり、1995年以
降は人口は減少傾向を示している。 

 バブル崩壊後は、佐賀都市圏域全
体でも人口は減少が続いている。衰
退期を反転させる必要がある。 

都市発展段階モデル 
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佐賀都市圏 
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中心都市 +7,687  +13,342  +6,043  +1,654  +2,948  -3,598  -1,715  -3,087  

郊外地域 -7,386  +1,576  +1,776  +    16  +1,628  +  980  -2,625  -3,566  

都市圏 +  301  +14,918  +7,819  +1,670  +4,576  -2,618  -4,340  -6,653  

集中／分散 集中 分散 集中 集中 集中 分散 集中 集中 

都市化動向 都市化 都市化 都市化 都市化 都市化 逆都市化 再都市化 再都市化 

成長／衰退 停滞 成長 成長 成長 成長 衰退 衰退 衰退 

都市発展段階仮説 

2000年以降、状況は再都市化の方向であるが、中心、郊外地域ともに人口減少が大きく
なってきている。→ 雇用機会か定住促進か 



 グラフは「住民基本台帳調べ」で見た
1979年度から2009年度までの自然増
減と社会増減の推移である。 

 出生者数は、トレンドを持って減少し
てきたが、2007年度から反転している。

この原因は何か？ しかしこの傾向は
続かず、2009年度で再び減少した。 

 死亡者数は、高齢化が進展してきた
影響で増加傾向にある。この結果、自
然純増加数は、2004年度から逆転して
マイナスとなっている。 

 転入者数と転出者数は、おおむねパ
ラレルに推移している。2000年に入って

からは、両者とも低下傾向にある。すな
わち、人口流動が沈滞化していることを
示している。1000人前後の転出超過数
がここ数年続いている。 

 佐賀都市圏域の人口減少は、自然減
と社会減の双方からなっている。 
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佐賀都市圏の人口動態 
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中心都市 郊外地域 

佐賀都市圏の就業者動向 

 就業機会がないから就業者が減っ
ているのか、人口が減っているからそ
れに伴って就業者も減っているのか。
次のスライドを見ると、後者の理由
か。 

 就業機会はあっても、機会の多様性
で、大都市圏（福岡や東京）に劣る。 
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 上のグラフの縦軸は労働力比率で、
労働力人口を人口で割ったものであ
る。1990年と2005年における全国値と
九州主要都市の比較である。 
 ここで「労働力人口」とは、15歳以上

の生産年齢人口の内、働いている人
および働く意志のある人を合計した人
口である。一般に先進国ほど低く、ま
た家計や地域別にみると所得の高い
層ほど低いといわれている。長期的に
みると進学率の上昇により若年者の労
働力率は低下し、社会保障が充実す
れば高年者の労働力率も低下する
が、主婦を中心とする中年女子の労働
力率は上昇の傾向にある。 
 対象とした全ての地域において1990
年に比べて2005年で労働力比率は増
加している。 

 これに対して就業率はどの地域とも
に2005年において大きく低下してい
る。すなわち、失業率が増加している。 

労働供給の状況 
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 中心都市(佐賀市)・郊外地域ともに同
様な推移を示している。1996年度を

ピークに低下傾向が続いていたが、
2006年から3年間は横ばいである。中

心都市である佐賀市の個人所得水準
は、郊外地域（多久市、神埼市、吉野ヶ
里町、大町町、江北町）よりも高い。 

 個人所得は2000年に入りいずれの都
市も減少傾向にある。しかし、2006年度

一旦底を打った感のある都市もある。
熊本市や大分市など。佐賀市もその傾
向がうかがえる。 

 福岡を除く九州６県での都市比較で
は、2008年度では４番目であり、鹿児
島市と所得は拮抗している。 

 熊本市と大分市が上位２都市である
が、2000年以降は熊本市が大分市を
上回っている。 

100  

150  

200  

250  

300  

350  

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 

課
税
者
所
得
（
1

人
万
円
）
 

中心都市（佐賀市） 郊外地域 
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課税者所得の状況 



 中心都市(佐賀市)・郊外地域ともに、
一人当たり税収額は2003年・2004年当

たりで反転して、増加傾向を示してい
る。特に、2007年度と2008年度におい
ては12万円を突破している。 

   郊外地域よりも佐賀市の方が一人当

たりの税収額は高いが、その差は縮ま
りつつある。 

 九州の８主要都市との比較で見ると、
福岡市、大分市、北九州市，鹿児島
市、熊本市の次の６番目である。 

 
  

地方財政の状況 
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中心都市(佐賀市) 郊外地域 
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 佐賀市は、課税者当たりの所得額で
も一人当たりの地方税収額でも九州８
都市の中では６番目である。 

 両者の関係をプロットしたのが上図
であるが、両者の関係を示す近似線で
測ると、個人所得に比べて一人当たり
税収が低いことがわかる。 

 下のグラフは高齢化比率と一人当た
り税収額の関係をプロットしたものであ
る。両者には、一般に、負の相関関係
が読み取れる。 

 北九州市は例外として、高齢化率が
20％を超えると、一人当たり税収額は
ガクッと落ちている。 

所得、税収、年齢構成の関係 



Ⅲ）地域経済構造の識別 

どのような産業が雇用を吸収しているのか。 

どのような産業が域外マネーを獲得しているのか。 

どのような産業が所得を生み出しているのか。 

それらの成長性は？ 



雇用を吸収している産業 

産業分類 従業者数 

大分類 中分類 佐賀都市圏 佐賀市 郊外地域 

小売業 28,321 (15.9%) 19,590 (16.3%) 8,731 (15.0%) 

建設業 13,967 (7.6%) 9,127 (7.6%) 4,840 (8.3%) 

医療・福祉 医療業 12,893 (7.2%) 8,543 (7.1%) 4,350 (7.5%) 

卸売業 8,859 (5.0%) 6,589 (5.5%) 2,270 (3.9%) 

医療・福祉 社会福祉・介護事業 8,630 (4.8%) 5,178 (4.7 %) 2,912 (5.0%) 

教育、学習支援 学校教育 8,428 (4.7 %) 6,307 (5.2%) 2,121 (3.6%) 

飲食店・宿泊業 一般飲食店 7,297 (4.1%) 5,407 (4.5 %) 1,890 (3.3%) 

サービス業 事業所サービス 7,230 (4.0%) 6,734 (5.6%)     496 (0.9%) 

公務 地方公務 6,480 (3.6%) 4,797 (4.0%) 1,683 (2.9%) 

製造業 食料品 6,363 (3.6%) 3,341 (2.8%) 3,022 (5.2%) 

金融・保険業 5,002 (2.8%) 4,325 (3.6%)   677 (1.2%) 

運輸業 道路貨物運送業 4,328 (2.4%) 1,910 (1.6%) 2,418 (4.2%) 

サービス業 自動車整備業 4,157 (2.3%) 2,622 (2.2%) 1,535 (2.6%) 

2006年 事業所・企業統計調査 
ここまで、都市圏で68%の従業者 



域外マネー（外貨）を獲得している産業 

産業分類 特化係数 

大分類 中分類 佐賀県 佐賀市 郊外地域 

農林漁業 1.63 0.97 3.01 

 
 
 
 
製造業 

食料品 1.93 1.30 (3,341人) 2.44 (3,022人) 

飲料 2.13 0.37 3.56 (483人) 

衣服 1.58 0.29 2.11 (704人) 

家具 1.09 1.60 (604人) 0.99 

パルプ・紙 1.11 0.58 2.43 (608人) 

電気機械 1.35 1.02 (1,380人) 1.87 (1,215人) 

電子部品 0.80 0.39 2.92 (1,782人) 

金融保険業 0.88 1.47 (4,325人) 0.48 

サービス業 広告業 1.20 2.26 0.45 

機械・家具修理業 1.48 1.58 (1,020人) 1.47 

情報通信業 情報サービス業 0.88 2.04 (1,063人) 0.35 

2006年の事業所・企業統計調査から従業者数について特化係数を計算 



10億円 

所得（付加価値）を生み出している産業 

中心都市 

農林水産業, 208, 
6% 

鉱工業, 822, 21% 

建設業, 281, 
7% 
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業, 130, 3% 
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利, 100, 3% 郊外地域 

農林水産業, 
191, 2% 

鉱工業, 
920, 11% 建設業, 505, 6% 

電気・ガス・水道

業, 144, 2% 

卸売・小売業, 
998, 11% 

金融・保険業, 
666, 8% 

不動産業, 
913, 10% 

運輸・通信業, 
435, 5% 

サービス業, 
2,388, 27% 

政府サービス, 
1,212, 14% 

対家計民間非営

利, 330, 4% 

佐賀県市町村民所得統計、2007年度 

 中心都市では、サービス業が27%を
占めている。鉱工業は11%と政府サー

ビスと商業（卸小売り）に次いで４番目
である。 

 郊外地域では、鉱工業が21%とトップ
になる。次いでサービス業(17%)、政府
サービス(14%)の順番となる。 

 建設業は雇用を吸収している割には
付加価値は生み出していない。 

 逆に雇用を生み出さない製造業は付
加価値を生み出している。資本装備率
が高く、資本への代替が進んでいる。 
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2007年（平成19年）工業統計表市町村編 

雇用吸収、域外マネー獲得、所得の創出（工業） 
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佐賀市の製造品出荷額の内訳 
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以前は輸送の利便性から工場は佐賀駅周辺に集まっており、繊維や食品などの軽工業が工
業の中心であった。1970年代からは、市街地開発などにより工場が撤退・移転し、長崎自動車

道や国道周辺など、用地開発のコストが小さく交通の便のよいところに誘致された工業団地が
工業の中心となった。出荷額が最も多いのは食品を中心とする軽工業である。江崎グリコグ
ループの九州グリコ・グリコ乳業は創業者が佐賀県出身である関係から地場企業である。ま
た、諸富町の味の素九州工場も古くから立地している主力の地場企業である。諸富町ではた
んすを主とする家具産業も盛んで地場産業となっている。久保田町には1923年操業開始の王
子板紙佐賀工場が立地している。(Wikipedia) 
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平均成長率の標準偏差(リスク) 

産業大分類のポートフォリオ 

上の図は、1996年から2007年の佐賀市各年における産業大分類の生産額に関し

て、縦軸が年々の成長率の期間平均値、横軸がその標準偏差である。成長率はそ
の産業の収益性(リターン)を表し、その標準偏差は収益性の安定性（リスク、ボラティ
リティ）を意味する。 



Ⅶ）地域経済の循環 

生み出された付加価値は地域内で循環してるのか 
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所得の流出・流入 

 上のグラフは、市内総生産額に占め
る市民所得の割合で、これが小さいと
域外に所得が流出していることになる。
つまり、域内で生み出された付加価値
が、域外からの通勤流入者によって域
外に流出していることを意味するのであ
る。したがって、郊外地域の方が、相対
的にこと数値は高い値となる。 

 通勤流出率が高いと、その分中心市
で稼いだ所得を持ち帰っている。 
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 上のグラフは、人口当たりの所得額と
小売り販売額の関係を。下のグラフは
課税者当たりの所得額と販売額を、そ
れぞれプロットしたものである。 

 所得額が高いと小売り販売額も高くな
る傾向が見られるが、その相関はそれ
ほど高くない。所得水準以上に小売り
販売額があるのは消費の流入があり、
所得水準以下に販売額があるのは消
費の流出があると考えられる。 

 

  


